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凡   例 

 

１ 文中及び表中の千円、万円単位の金額、比率は原則として表示単位未満を 

 四捨五入した。従って、内訳の計が合計と一致しない場合もある。 

 

 

２ 表中の記号「△」はマイナスを、「－」は該当数値のないものを表す。 
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令和元年度公営企業会計決算の審査意見について  

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された、令和元年度にかほ市ガス

事業会計決算、同水道事業会計決算並びにその関係書類を審査したので、その結果につい

て次のとおり意見を提出する。 
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令和元年度 公営企業会計決算審査意見  

 

第１ 審査の対象  

   令和元年度にかほ市ガス事業会計決算  

   令和元年度にかほ市水道事業会計決算  

 

第２ 審査の期間    

令和２年６月３０日から令和２年８月２１日まで 

 

第３ 審査の方法  

    審査にあたっては、各事業会計決算書等が地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292

号）及びその他の関係法令に準拠して作成され、その計数は正確か、事業の経営成績

及び財政状況を適正に表示しているかを検証するため、会計帳簿、証拠書類との照合

など必要と認める審査を実施した。  

審査に当たっては、関係書類、帳簿について関係職員から説明を求め、地方公営企

業経営の基本原則である経済性の発揮及び公共性の確保を主眼として審査を行った。 

 

第４ 審査の結果及び意見  

   審査に付された各事業会計の決算書、財務諸表及び附属書類は、いずれも関係法令

に準拠して作成されており、その計数は関係諸帳簿並びに証書類と符合し、正確であ

ると認めた。また、各事業の経営状況及び当年度末の財政状況を適正に表示している

と認めた。 

   各事業会計の概要等及び意見は次のとおりである。  

 

    



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガ ス 事 業 会 計 
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ガ ス 事 業 会 計 

１ 業務実績について 

年度末の需要家戸数は、前年比８６戸減の４，８５７戸となっている。 

 また、ガス年間供給量は、前年比４．７％減の１，９９０，２６６ｍ３となっている。 

 施設利用率は、前年比０．８％減の１２．４％となっている。 

 なお、区分別の年度末需要家戸数及び年間供給量の推移は次表のとおりである。 

（単位：戸・ｍ 3） 

区   分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 前年度比較 

家 庭 用 
戸 数 4,690 4,597 4,520 △77 

供 給 量 872,752 808,466 761,283 △47,183 

商 業 用 

（大口を除く） 

戸 数 240 231 221 △10 

供 給 量 275,925 266,065 260,683 △5,382 

商 業 用 

( 大 口 ) 

戸 数 1 1 1 0 

供 給 量 732,254 649,173 602,270 △46,903 

そ の 他 
戸 数 116 114 115 1 

供 給 量 389,068 364,604 366,030 1,426 

合 計 
戸 数 5,047 4,943 4,857 △86 

供 給 量 2,269,999 2,088,288 1,990,266 △98,022 
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２ 経営成績について 

事業収益では、前年度比５億１，８１１千４千円（111.4％）減の９億８，３０９万６千

円となっている。事業費用では、前年度比１億１６５万８千円（24.2％）増の５億２，１

４０万９千円となっている。 

 総収益から総費用を差し引いた収支では４，５２３万２千円の黒字から４億１，６４５

万５千円（920.7％）増の４億６，１６８万７千円となっている。（※記載金額税抜） 

 なお、ガス製品の年間売上高及び総収益等の推移は次表のとおりである。 

（単位：円） 

区   分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 前年度比較 

家 庭 用 217,983,297 221,183,469 209,483,053 △11,700,416 

商業用 (大口を除く ) 54,379,709 57,598,727 56,289,459 △1,309,268 

商 業 用 ( 大 口 ) 64,471,598 63,052,785 57,798,597 △5,254,188 

そ の 他 74,278,661 75,437,378 74,969,967 △477,411 

合 計 411,103,265 417,272,359 398,531,076 △18,741,283 

 

（総収益・総費用・純損益の推移）                 

 

 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度

499,834 464,982 

983,096

436,871 419,751 

521,409

62,963 45,232 

461,687

総収益

総費用

純損益

(純利益）

(単位：千円) 



- 4 - 

 

３ 建設改良費について 

 建設改良費の総額は５，２８８万２千円であり、その主なものは公共下水道関連工事３，

１６０万７千円、経年管入替工事３９９万２千円、その他工事等で１，７２８万３千円と

なっている。（※記載金額税込） 

予算現額に対する執行率は７８．１％となっている。 

（単位：千円） 

区   分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 前年度比較 

公共下水道関連工事 19,664 46,736 31,607 △15,129 

経 年 管 入 替 工 事 29,172 6,874 3,992 △2,882 

新 規 導 管 敷 設 工 事 2,215 595 0 △595 

そ の 他 6,861 40,566 17,283 △23,283 

合 計 57,912 94,771 52,882 △41,889 

 

４ 企業債について 

 企業債の状況については、本年度の借入れはなく、本年度償還額が１億３，３２８万

２千円で、本年度末残高は１１億２，６４５万円となっている。 

 企業債利息は前年度２，０７７万４千円から、本年度は１，８４５万７千円となって

いる。 

 

５ 経営分析について 

（１）経営成績を示す収益比率等の推移は次表のとおりである。 

（単位：％） 

区   分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 前年度比較 

営 業 収 支 比 率 104.9 108.9 90.2 △18.7 

経 常 収 支 比 率 107.5 110.8 188.5 77.7 

累 積 欠 損 金 比 率 245.5 233.2 123.7 △109.5 
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○営業収支比率 【（営業収益－受託工事収益）÷（営業費用－受託工事費用）×100】 

営業活動によってもたらされた営業収益と、さらにそれに要した営業費用とを対比 

 して営業活動の能率を示すものであり、大きいほどよく１００％以上が理想とされる。 

  本年度は９０．２％で、前年度に比べ１８．７ポイント低下している。 

 

  

○経常収支比率 【経常収益÷経常費用×100】 

  経常的な収益と費用の関係を示すもので、数値は大きいほど良く１００％以上が理

想とされる。 

  本年度は１８８．５％で、前年度に比べ７７．７ポイント上昇している。 

 

 

○累積欠損金比率 【累積欠損金÷（営業収益―受託工事収益）×100】 

  事業年度に欠損金を生じた場合、剰余金等により補てんするが、それでも補てんで

きない欠損金は翌年度に繰越することとなり、これを累積欠損金という。この比率が

高いということは、１年間の営業収益を上回る累積欠損金が生じているということで

ある。 

  本年度は１２３．７％で、前年度に比べ１０９．５ポイント低下している。 
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  営業収支比率は悪化したが、経常収支比率及び累積欠損金比率の各比率は、好転し

ている。 

  ガス需要は、記録的な暖冬の影響により例年に比べてガス使用量が減少した。 

令和元年度においては家庭用では５．８％、商業用の大口需要も７．２％減少して

いる。大口需要家の動向は、収支に大きく影響している。 

 

（２）財務比率を示す主要比率の推移は次表のとおりである。 

（単位：％） 

区   分 平成 29 年度 平成 30年度 令和元年度 前年度比較 

自 己 資 本 構 成 比 率 △20.7 △15.0 19.3 34.3 

固定資産対長期資本比率 106.5 101.0 321.1 220.1 

流 動 比 率 70.9 95.9 47.0 △48.9 

当 座 比 率 67.7 93.1 41.5 △51.6 

 

 ○自己資本構成比率【（資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益）÷（負債・資本合計）

×100】 

  総資本に占める自己資本の割合を示すもので、比率が高いほど経営の安定性は大き 

いとされている。 

本年度は１９．３％で、前年度に比べ３４．３ポイント上昇している。 
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 ○固定資産対長期資本比率 【固定資産÷（資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債 

＋繰延収益）×100】 

 固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われるべきとの立場から、少 

なくとも１００％以下であることが望ましく、１００％を超えた場合は固定資産に対

して過大投資が行われたものと言える。 

 本年度は３２１．１％で、前年度に比べ２２０．１ポイント上昇している。 

 

○流動比率【流動資産÷流動負債×100】 

○当座比率【（現金預金＋未収金）÷流動負債×100】 
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短期における支払能力を示す流動比率は４７．０％で、理想比率とされる２００％を、

当座比率は４１．５％で、理想比率とされる１００％をそれぞれ下回っている。 

 

 

６ むすび 

  ガス事業の経営状況は、ガス事業会計の廃止に伴う欠損金解消を図るため一般会計か

ら５億円を借入れたことにより営業外収益が増加したことから、総収益から総費用を差

し引いた当年度純利益は４億６，１６８万７千円となり黒字となった。 

ガス事業は、他エネルギーとの競争に加え人口減少などから需要家及び販売量の減少

が続き厳しい状況にある。 

平成２９年４月１日に始まった都市ガスの小売全面自由化を契機とし、経営環境の変

化に対応するのが困難なことから、民営化に向けた譲渡先の公募を行い、令和２年４月

１日「東海ガス株式会社」の子会社である「にかほガス株式会社」へ事業譲渡した。 

安心安全なガスの供給を続けてきた公営事業としてのガス事業は、令和元年度が最終

年度となり、合併前の旧象潟町で昭和２９年７月、旧金浦町で昭和３２年５月、旧仁賀

保町で昭和３６年４月から始まった公営ガス事業は、約６６年間で終了することになっ

た。この間、ガスの安定供給に努め、日夜、施設の維持や管理にあたってこられたこと

に敬意を表するものである。 

このことから、令和元年度決算が最終決算となっている。 

   ガス事業は、譲渡先である「にかほガス株式会社」が運営を行っていくが、経営環境

に柔軟に対応し、本市における需要家のために安心安全で安定的なガスの供給を期待す

るものである。 

 

 

◎事業の予算執行状況、経営成績及び財政状態の詳細は、次に述べるとおりである。 

  



- 9 - 

 

 

ガ ス 事 業 会 計 

１ 予算の執行状況 

(1) 収益的収入 

（単位：円、％、（税込）） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

比較増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

執行率 

(B)/(A) 

ガス事業収益 1,064,965,000 1,024,644,009 △40,320,991 96.2 

製品売上 462,605,000 434,447,293 △28,157,707 93.9 

営業雑収益 52,341,000 48,468,615 △3,872,385 92.6 

営業外収益 550,018,000 541,628,101 △8,389,899 98.5 

特別利益 1,000 100,000 99,000 10,000.0 

 収益的収入の決算額は、１０億２，４６４万４千円で、予算額に対して９６．２％の執

行率となり、４，０３２万１千円下回っている。その内訳は、製品売上４億３，４４４万

７千円、営業雑収益４，８４６万９千円、営業外収益５億４，１６２万８千円、特別利益

１０万円である。 

 

(2) 収益的支出 

（単位：円、％、（税込）） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

不用額 

（Ａ）－（Ｂ） 

執行率 

(B)/(A) 

ガス事業費用 568,883,000 539,504,017 29,378,983 94.8 

採取製造費 238,713,000 225,689,458 13,023,542 94.5 

供給販売費 238,422,000 227,514,617  10,907,383 95.4 

一般管理費 38,032,000 39,854,321 △1,822,321 104.8 

営業雑費用 17,222,000 13,909,253 3,312,747 80.8 

営業外費用 33,492,000 32,536,368 955,632 97.1 

特別損失 2,000 0 2,000 0 

予備費 3,000,000 0 3,000,000 0 
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 収益的支出の決算額は、５億３，９５０万４千円で、予算額に対し９４．８％の執行率

となり、２，９３７万９千円下回っている。その主なものは、採取製造費２億２，５６８

万９千円、供給販売費２億２，７５１万５千円、一般管理費３，９８５万４千円、営業雑

費用１，３９０万９千円、営業外費用３，２５３万６千円となっている。 

 

(3) 資本的収入 

（単位：円、％、（税込）） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

比較増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

執行率 

(B)/(A) 

資本的収入 17,653,000 18,535,100 882,100 105.0 

企業債 1,000 0 △1,000 0 

負担金 17,652,000 18,535,100 883,100 105.0 

 資本的収入の決算額は１，８５３万５千円で、予算額に対して１０５．０％の執行率と

なり８８万２千円上回っている。その内訳は、負担金１，８５３万５千円となっている。 

 

(4) 資本的支出 

（単位：円、％、（税込）） 

区   分 
予算現額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

翌年度 

繰越額（Ｃ） 

不用額 

(A)-(B)-(C) 

執行率 

(B)/(A) 

資本的支出 206,021,000 191,163,923 0 14,857,077 92.8 

建設改良費 67,739,000 52,882,388 0 14,856,612 78.1 

企業債償還金 133,282,000 133,281,535 0 465 100.0 

他会計借入金償還金 5,000,000 5,000,000 0 0 100.0 

 資本的支出の決算額は、1 億９，１１６万４千円で、予算額に対して９２．８％の執行

率となり、不用額は１，４８５万７千円となっている。その内訳は、建設改良費５，２８

８万２千円、企業債償還金１億３，３２８万２千円、他会計借入金償還金５００万円とな

っている。 

 なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額１億７，２６２万８，８２３円は、当

年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４０９万８，３５４円と、過年度分損益勘
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定留保資金１億６，８５３万４６９円で補てんしている。 

 

(5)予算に定められた限度額等について 

予算第５条企業債、第６条一時借入金、第８条議会の議決を経なければ流用するこ

とのできない経費、及び第１０条たな卸資産購入限度額については、いずれも適正に執

行されており、その内訳は次のとおりである。 

（単位：円、（税込）） 

予 算 区 分 
議決額 

（Ａ） 

執行額 

（Ｂ） 

比 較 

（Ｂ）－（Ａ） 
付  記 

企 業 債 1,000 0 △1,000  

一 時 借 入 金 180,000,000 0 △180,000,000  

職 員 給 与 費 46,783,000 46,464,478 △318,522  

た な 卸 資 産 

購 入 限 度 額 
350,000,000 163,204,805 △186,795,195  

 

２ 経営成績 

(1)収益及び費用について 

 事業活動及び経営成績は、事業報告書、損益計算書に示されており、その概要は次の

とおりである。 

（単位：円、（税抜）） 

収  益 費  用 損  益 

営 業 収 益 442,678,875 営 業 費 用 490,152,424 営 業 損 益 △47,473,549 

営業外収益 540,317,239 営業外費用 31,256,468 営業外損益 509,060,771 

特 別 利 益 100,000 特 別 損 失 0 特 別 損 益 100,000 

総 収 益 983,096,114 総 費 用 521,408,892 当年度純損益 461,687,222 

 当年度の損益は、営業損益４，７４７万３，５４９円の損失、営業外損益５億９０６万

７７１円、特別損益１０万円の利益となっており、この結果、当年度は４億６，１６８万

７，２２２円の利益となっている。 
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(2)営業損益の対前年度比較 

（単位：円、％、（税抜）） 

年 度 

 

区 分 

平成 29 年度 

（Ａ） 

平成 30 年度 

（Ｂ） 

令和元年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B) 

*100 

営 業 収 益 434,273,229 434,463,751 442,678,875 8,215,124 1.9 

 

ガ ス 売 上 441,103,265 417,272,359  398,531,076 △18,741,283 △4.5 

受 注 工 事 収 益 6,243,723 3,376,019 3,118,310 △257,709 △7.6 

器 具 販 売 収 益 11,386,481 9,527,055 11,299,651 1,772,596 18.6 

そ の 他 営 業 雑 収 益 5,539,760 4,288,318 29,729,838 25,441,520 593.3 

営 業 費 用 413,771,523 398,976,010 490,152,424 91,176,414 22.9 

 

売 上 原 価 186,315,346 188,709,324 219,448,003 30,738,679 16.3 

供 給 販 売 費 180,816,456 170,294,661 218,330,535 48,035,874 28.2 

一 般 管 理 費 30,550,779 27,702,811 39,089,547 11,386,666 41.1 

受 注 工 事 費 用 5,818,720 3,079,215 2,844,444 △234,771 △7.6 

器 具 販 売 費 用 10,112,450 9,093,543 10,303,498 1,209,955 13.3 

その他営業雑費用 157,772 96,456 136,397 39,941 41.4 

営 業 損 益 20,501,706 35,487,741 △47,473,549 △82,961,290 △233.8 

 営業収益を前年度と比較すると８２１万５，１２４円（１．９％）増加しており、項目

別にみると、ガス売上１，８７４万１，２８３円（4.5％）、受注工事収益２５万７，７０

９円（7.6％）の減、その他営業雑収益２，５４４万１，５２０円（593.3％）、器具販売収

益１７７万２，５９６円（18.6％）の増となっている。 

 営業費用を前年度と比較すると９，１１７万６，４１４円（22.9％）増加しており、項

目別に見ると主なものは、売上原価３，０７３万８，６７９円（16.3％）、供給販売費４，

８０３万５，８７４円（28.2％）、一般管理費１，１３８万６，６６６円（41.1％）、器具

販売費用１２０万９，９５５円（13.3％）の増、受注工事費用２３万４，７７１円（7.6％）

の減となっている。 

 この結果、営業損益は、前年比８，２９６万１，２９０円（233.8％）減の４，７４７万

３，５４９円の損失となっている。 
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(3)営業外損益の対前年度比較               （単位：円、％、（税抜）） 

年 度 

 

区 分 

平成 29 年度 

（Ａ） 

平成 30 年度 

（Ｂ） 

令和元年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B) 

*100 

営 業 外 収 益 35,223,485 30,478,608 540,317,239 509,838,631 1,672.8 

 

受 取 利 息 862 1,070 1,178 108 10.1 

補 助 金 0 240,000 140,000 △100,000 △41.7 

長 期 前 受 金 戻 入 34,610,801 29,672,315 27,010,207 △2,662,108 △9.0 

雑 収 入 611,822 565,223 513,165,854 512,600,631 90,690.0 

営 業 外 費 用 23,099,324 20,774,508 31,256,468 10,481,960 50.5 

 

企 業 債 利 息 23,094,324 20,773,508 18,456,968 △2,316,540 △11.2 

支 払 利 息 5,000 1,000 500 △500 △50.0 

雑 支 出 0 0 12,799,000 12,799,000 皆増 

雑 損 失 0 0 0 0 0.0 

営 業 外 損 益 12,124,161 9,704,100 509,060,771 499,356,671 5,145.8 

 営業外収益を前年度と比較すると５億９８３万８，６３１円（1,672.8％）増加しており、

主なものは、ガス事業会計の廃止に伴う欠損金解消のため一般会計から５億円を借入れた

ことによる雑収入５億１，２６０万６３１円（90,690.0％）、受取利息１０８円（10.1％）

の増となっている。 

 営業外費用を前年度と比較すると１，０４８万１，９６０円（50.5％）増加しており、

主なものは雑支出１，２７９万９，０００円の増となっている。 

この結果、営業外損益は前年比４億９，９３５万６，６７１円（5,145.8％）増の５億９

０６万７７１円の利益となっている。 
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 (4)特別損益の対前年度比較               （単位：円、％、（税抜）） 

年 度 

区 分 

平成 29 年度 

（Ａ） 

平成 30 年度 

（Ｂ） 

令和元年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B)*100 

特 別 利 益 30,337,232 39,911 100,000 60,089   150.6 

特 別 損 失 0 0 0 0 0 

特 別 損 益 30,337,232 39,911 100,000 60,089   150.6 

 今年度は特別利益として貸倒引当金の全額を戻し入れした１０万円を計上している。 

 

(5)収益、費用、損益及び利益剰余金等の推移        （単位：円、％、（税抜）） 

年 度 

区 分 

平成 29 年度 

（Ａ） 

平成 30 年度 

（Ｂ） 

令和元年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B)*100 

営 業 収 益 434,273,229 434,463,751 442,678,875 8,215,124 1.9 

営 業 費 用 413,771,523 398,976,010 490,152,424 91,176,414 22.9 

営 業 損 益 20,501,706 35,487,741 △47,473,549 △82,961,290 233.8 

営 業 外 収 益 35,223,485 30,478,608 540,317,239 509,838,631 1,672.8 

営 業 外 費 用 23,099,324 20,774,508 31,256,468 10,481,960 50.5 

営 業 外 損 益 12,124,161 9,704,100 509,060,771 499,356,671 5,145.8 

特 別 利 益 30,337,232 39,911 100,000 60,089 150.6 

特 別 損 失 0 0 0 0 0.0 

特 別 損 益 30,337,232 39,911 100,000 60,089 150.6 

総 収 益 499,833,946 464,982,270 983,096,114 518,113,844 111.4 

総 費 用 436,870,847 419,750,518 521,408,892 101,658,374 24.2 

当 年 度 純 損 益 62,963,099 45,231,752 461,687,222 416,455,470 920.7 

前年度繰越利益剰余金 

（△前年度繰越欠損金） 

△ 

1,113,683,319 

△ 

1,050,720,220 

△ 

1,005,488,468 
45,231,752 △4.3 

その他未処分利益剰余金変動額  0 0 0 0 0.0 

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 

（△当年度未処理欠損金） 

△ 

1,050,720,220 

△ 

1,005,488,468 
△543,801,246 461,687,222 △45.9 
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３ 財政状態 

(1)資産及び負債・資本                       （単位：円、％） 

年 度 

科 目 

平成 30 年度 令和元年度 比 較 

金  額 構成比 金  額 構成比 増  減 増減率 

資 

 

産 

固

定

資

産 

有形固定資産 958,096,353 80.8 883,522,141 62.1 △74,574,212 △7.8 

投 資 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

小 計 958,096,353 80.8 883,522,141 62.1 △74,574,212 △7.8 

流 動 資 産 227,649,498 19.2 538,646,946 37.9 310,997,448 136.6 

資 産 合 計 1,185,745,851 100.0 1,422,169,087 100.0 236,423,236 19.9 

負 

 

債 

固 定 負 債 1,126,450,173 95.0 0 0.0 △1,126,450,173 皆減 

流 動 負 債 237,381,959 20.0 1,147,043,253 80.7 909,661,294 383.2 

繰 延 収 益 252,012,613 21.3 243,537,506 17.1 △8,475,107 △3.4 

負 債 合 計 1,615,844,745 136.3 1,390,580,759 97.8 △225,263,986 △13.9 

資 

 

 

本 

資 

本 

金 

資 本 金 553,049,203 46.6 553,049,203 38.9 0 0.0 

小 計 553,049,203 46.6 553,049,203 38.9 0 0.0 

剰 

余

金 

資本剰余金 22,340,371 1.9 22,340,371 1.6 0 0.0 

利益剰余金 △1,005,488,468 △84.8 △543,801,246 △38.2 461,687,222 △45.9 

小 計 △983,148,097 △82.9 △521,460,875 △36.7 461,687,222 △47.0 

資 本 合 計 △430,098,894 △36.3 31,588,328 2.2 461,687,222 △107.3 

負 債 ・ 資 本 合 計 1,185,745,851 100.0 1,422,169,087 100.0 236,423,236 19.9 
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① 資産について 

資産について前年度と比較すると、有形固定資産が７，４５７万４，２１２円（7.8％）

減少し、構成比率は 62.1％となっている。その主なものは供給設備５，３４３万９，５１

６円（6.8％）、業務設備４１１万２，７０６円（19.9％）、製造設備１，１９２万４４５円

（8.8％）の減となっている。 

流動資産は、３億１，０９９万７，４４８円（136.6％）増加し、構成比率は 37.9％と

なっている。その主なものは、現金預金３億５，７６４万８，９９６円（312.1％）、その

他流動資産５４７万３，１２７円（422.8％）の増、未収金４，１９９万８，０６１円（9

0.9％）、売掛金１，０２９万４，６７１円（17.1％）、貯蔵品１３万９，９５１円（5.9％）

の減となっている。 

 

② 負債について 

負債について前年度と比較すると、固定負債が１１億２，６４５万１７３円の皆減、流

動負債は、９億９６６万１，２９４円（383.2％）増加し、構成比率は８０．７％となって

いる。その主なものは、１年以内に償還期限到来の企業債９億９，３１６万８，６３８円

（745.2％）の増、未払金７，４０９万９，８７３円（95.0％）、買掛金１８万２，２１０

円（1.1％）の減となっている。 

繰延収益は８４７万５，１０７円（3.4％）減少し、構成比率は 17.1％となっている。 

 

③ 資本について 

 資本金について前年度と同額となっている。 

 剰余金は、資本剰余金が変わらず、利益剰余金は４億６，１６８万７，２２２円（45.9％）

の増となっており、合計で４億６，１６８万７，２２２円（107.3％）の増となっている。 
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(2)企業債 

  企業債について過去３カ年度を比較すると次のとおりである。 

（単位：円） 

 

 企業債の当年度末未償還額は、１１億２，６４５万１７３円で前年度に比較すると１億

３，３２８万１，５３５円減少している。 

 

（企業債の推移）                        （単位：百万円） 

 

 

 

 

 
平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

前年度末未償還残高 1,361,200,280 1,319,465,799 1,259,731,708 

当 年 度 借 入 額 44,300,000 98,300,000 0 

当 年 度 償 還 額 86,034,481 158,034,091 133,281,535 

当年度末未償還残高 1,319,465,799 1,259,731,708 1,126,450,173 

86

158 133 

44 98 
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水 道 事 業 会 計 
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水 道 事 業 会 計 

 

１ 業務実績について 

 本年度末の給水戸数は、前年度比 4３戸減の１０，６８９戸となっている。 

 また、年間給水量は、前年比３．９％減の３，２９３，５３２ｍ３となっている。 

 施設利用率は、前年比１．７ポイント減の４３．６％となっている。 

 なお、区分別の年度末需要家戸数及び年間給水量の推移は次表のとおりである。 

 

（単位：戸・ｍ 3） 

区   分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 前年度比較 

家 事 用 
戸  数 9,236 9,183 9,158 △25 

給 水 量 2,295,244 2,229,515 2,192,586 △36,929 

営 業 用 
戸 数 436 422 414 △8 

給 水 量 398,452 355,136 338,986 △16,150 

団 体 用 
戸 数 676 658 656 △2 

給 水 量 386,521 376,821 372,178 △4,643 

工 業 用 
戸 数 28 28 26 △2 

給 水 量 449,753 453,302 377,259 △76,043 

臨 時 用 
戸 数 451 441 435 △6 

給 水 量 13,360 11,400 12,523 1,123 

合 計 
戸 数 10,827  10,732 10,689 △43 

給 水 量 3,543,330 3,426,174 3,293,532 △132,642 
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（年間給水量の推移）                        

 

 

２ 経営成績について 

 事業収益では、前年度比１，７５６万６千円（3.0％）減の５億６，７１６万１千円とな

っている。 

 事業費用では、前年度比３７７万５千円（0.7％）増の５億５，２３６万７千円となって

いる。 

経費の主な内訳は、総係費で２７０万８千円（3.9％）の減となったが、資産減耗費で６

２万７千円（11.8％）配水及び給水費で３９０万７千円（9.9％）、減価償却費で４１９万

５千円（1.4％）、原水及び浄水費で９６万６千円（1.0％）の増となっている。 

 総収益から総費用を差し引いた収支では、前年度３，６１３万６千円の黒字から本年度

は２，１３４万２千円（59.1％）減の１，４７９万４千円の黒字となっている。（※記載金

額税抜） 

 なお、区分別の年間給水収益の推移は次表のとおりである。 

 

 

 

2,295,244
2,229,515 2,192,586 
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家事用 営業用 団体用 工業用 臨時用 (単位：ｍ 3) 
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（年間給水収益の推移）                     （単位：円） 

区   分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 前年度比較 

家 事 用 247,876,826 239,291,140 235,516,675 △3,774,465 

営 業 用 74,690,239 66,788,159 63,816,752 △2,971,407 

団 体 用 74,154,481 72,603,856 71,905,752 △698,104 

工 業 用 89,510,895 90,374,898 75,376,620 △14,998,278 

臨 時 用 10,092,256 8,673,988 9,348,684 674,696 

合 計 496,324,697 477,732,041 455,964,483 △21,767,558 

 

（総収益・総費用・純損益の推移）           （単位：千円） 

 

 

３ 建設改良費について 

 建設改良費の総額は３億１，７６９万９千円であり、その内訳は、公共下水道関連工事

７，０２７万２千円、石綿セメント管更新工事３，４１３万６千円、その他工事等２億１，

３２９万１千円となっている。（※記載金額税込） 

 予算現額に対する執行率は９３．１％となっている。 
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（単位：千円） 

区   分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 前年度比較 

公共下水道関連工事 28,225 78,854 70,272 △8,582 

石綿ｾﾒﾝﾄ管更新工事 37,339 11,394 34,136 22,742 

そ の 他 230,586 143,081 213,291 70,210 

合 計 296,150 233,329 317,699 84,370 

 

４ 企業債について 

 企業債の状況については、本年度借入金が８，５００万円、本年度償還額が１億１１６

万８千円で、本年度末残高は２５億９，４７２万２千円となっている。 

 企業債利息は前年度３，４５０万６千円から、本年度は３，２２５万７千円となってい

る。 

 

５ 経営分析について 

 （１）経営成績を示す収益比率等の推移は次表のとおりである。 

（単位：％） 

区   分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 前年度比較 

営 業 収 支 比 率 102.3 96.5 91.1 △5.4 

経 常 収 支 比 率 112.8 106.8 102.7 △4.1 

純利益対総収益比率 11.3 6.2 2.6 △3.6 

 

 ○営業収支比率 【（営業収益－受託工事収益）÷(営業費用－受託工事費用）×100】 

  営業活動によってもたらされた営業収益と、さらにそれに要した営業費用とを対比 

 して営業活動の能率を示すものであり、大きいほどよく１００％以上が理想とされる。 

  本年度は９１．１％で、前年度に比べ５．４ポイント低下している。 
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 ○経常収支比率 【経常収益÷経常費用×100】 

  経常的な収益と費用の関係を示すもので、数値は大きいほど良く１００％以上が理

想とされる。 

  本年度は１０２．７％で、前年度に比べ４．１ポイント低下している。 

 

 

 ○純利益対総収益比率 【当年度純利益÷総収益×100】 

  総収益のうち最終的に企業に残されて純利益となったものの割合を示すものである。

本年度は２．６％で、前年度に比べ３．６ポイント低下している。 
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令和元年度は、人口減少による給水収益が減少したのに加え、維持管理経費が増加して

いる状況にある。各指標とも前年度に比べ悪化しており、特に営業収支比率に関しては低

下率が大きくなっている。今後も給水量が減少し、維持管理経費が増加する傾向にあるた

め、これまで以上に、運営の効率化に最善の努力を求めるものである。 

 

（２）財務比率を示す主要比率の推移は次表のとおりである。 

（単位：％） 

区   分 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 前年度比較 

自 己 資 本 構 成 比 率 62.6 62.9 63.8 0.9 

固定資産対長期資本比率 95.9 94.7 94.0 △0.7 

流 動 比 率 217.0 250.8 339.8 89.0 

当 座 比 率 213.8 246.0 337.5 91.5 

 

 

 ○自己資本構成比率  

【（資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益）÷（負債・資本合計）×100】 

  総資本に占める自己資本の割合を示すもので、比率が高いほど経営の安定性は大き 

いとされている。 

  本年度は６３．８％で、前年度に比べ０．９ポイント上昇している。 
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○固定資産対長期資本比率  

【固定資産÷（資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益）×100】 

 固定資産の調達が、自己資本と固定負債の範囲内で行われるべきとの立場から、少

なくとも１００％以下であることが望ましく、１００％を超えた場合は固定資産に対

して過大投資が行われたものと言える。 

 本年度は９４．０％で、前年度に比べ０．７ポイント低下している。 

 

 

○流動比率【流動資産÷流動負債×100】 

○当座比率【（現金預金＋未収金）÷流動負債×100】 

 短期における支払能力を示す流動比率は３３９．８％で、理想比率とされる２００％

を上回っている。また当座比率は３３７．５％で理想比率とされる１００％を上回っ

ている。  

 

以上のとおり、財政状況は概ね良好な状態にあると判断されるが、現状をより的確 
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  に分析し、さらなる経営改善を図られるよう願うものである。 

 

６ むすび 

 水道事業の経営状況は、総収益から総費用を差し引いた当年度純利益は、前年度３，６

１３万６千円から２，１３４万２千円下回る１，４７９万４千円の黒字となっている。 

その要因は、人口減少や大口需要家であった企業の撤退で給水収益が減少しているのに

加え、減価償却費などの維持管理経費が増加したからである。 

令和元年度には、小滝地区において大口径（200 ミリ）の石綿セメント管更新事業を実

施し、令和２年度までに完成するとしている。また、横根第２水源井戸を更新するための

ボーリングした結果、１日あたり９００ｍ３の原水量を確保できることを確認したことか

ら、元年度に導水管との接続を行う水源工事を行い、完成後の令和元年９月末から運用を

開始している。 

今後、更に人口減少等による給水収益の減少や維持管理経費の増加が見込まれ、厳しい

経営環境が想定されることから、将来を見据えた計画のもとに健全な経営、事業執行に努

める必要がある。 

 

◎事業の予算執行状況、経営成績及び財政状態の詳細は、次に述べるとおりである。 
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水 道 事 業 会 計 

１ 予算の執行状況 

(1) 収益的収入 

（単位：円、％、（税込）） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

比較増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

執行率 

(B)/(A) 

水道事業収益 636,209,000 608,792,055 △27,416,945 95.7 

営業収益 546,353,000 515,195,363 △31,157,637 94.3 

営業外収益 89,852,000 93,526,643 3,674,643 104.1 

特別利益 4,000 70,049 66,049 1,751.2 

 収益的収入の決算額は、６億８７９万２千円で、予算額に対して９５．７％の執行率と

なり、２，７４１万７千円下回っている。その内訳は、営業収益５億１，５１９万５千円

円、営業外収益９，３５２万７千円、特別利益７万円である。 

 

(2) 収益的支出  

                    （単位：円、％、（税込）） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

不 用 額 

（Ａ）－（Ｂ） 

執行率 

(B)/(A) 

水道事業費用 601,500,000 567,256,101 34,243,899 94.3 

営業費用 562,929,000 534,804,992 28,124,008 95.0 

営業外費用 33,567,000 32,257,338 1,309,662 96.1 

特別損失 1,004,000 193,771 810,229 19.3 

予備費 4,000,000 0 4,000,000 0.0 

 収益的支出の決算額は、５億６，７２５万６千円で、予算額に対して９４．３％の執行

率となり、３，４２４万４千円下回っている。その内訳は、営業費用５億３，４８０万５

千円、営業外費用３，２２５万７千円、特別損失１９万４千円である。 
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(3) 資本的収入 

（単位：円、％、（税込）） 

区   分 
予 算 現 額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

比較増減 

（Ｂ）－（Ａ） 

執行率 

(B)/(A) 

資本的収入 223,857,000 227,630,760 3,773,760 101.7 

企業債 85,000,000 85,000,000 0 100.0 

負担金 112,455,000 116,227,924 3,772,924 103.4 

出資金 21,402,000 21,402,836 836 100.0 

他会計貸付金償還金 5,000,000 5,000,000 0 100.0 

 資本的収入の決算額は２億２，７６３万１千円で、予算額に対して１０１．７％の執行

率となり、３７７万４千円上回っている。その内訳は、企業債８，５００万円、負担金１

億１，６２２万８千円、出資金２，１４０万３千円、他会計貸付金償還金５００万円とな

っている。 

 

(4) 資本的支出                      

（単位：円、％、（税込）） 

区   分 
予算現額 

（Ａ） 

決 算 額 

（Ｂ） 

翌年度 

繰越額（Ｃ） 

不用額 

(A)-(B)-(C) 

執行率 

(B)/(A) 

資本的支出 442,543,000 418,867,439 0 23,675,561 94.7 

建設改良費 341,372,000 317,699,376 0 23,672,624 93.1 

企業債償還金 101,169,000 101,168,063 0 937 100.0 

他会計借入金償還金 1,000 0 0 1,000 0.0 

他会計貸付金 1,000 0 0 1,000 0.0 

 資本的支出の決算額は４億１，８８６万７千円で、予算額に対して９４．７％の執行率

となり、２，３６７万６千円上回っている。その内訳は、建設改良費３億１，７６９万９

千円、企業債償還金１億１１６万８千円となっている。 

 なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額１億９，１２３万６，６７９円は、当

年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１，６２９万３２３円、過年度分損益勘定

留保資金１億７，４９４万６，３５６円で補てんしている。 
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(5) 予算に定められた限度額等について 

予算第５条企業債、第６条一時借入金、第８条議会の議決を経なければ流用すること

のできない経費、及び第１０条たな卸資産購入限度額については、いずれも適正に執行

されており、その内訳は次のとおりである。 

 

（単位：円、（税込）） 

予 算 区 分 
議決額 

（Ａ） 

執行額 

（Ｂ） 

比 較 

（Ｂ）－（Ａ） 
付  記 

企 業 債 85,000,000 85,000,000 0  

一 時 借 入 金 70,000,000 0 △70,000,000  

職 員 給 与 費 56,411,000 55,512,399 △898,601  

交 際 費 100,000 10,000 △90,000  

た な 卸 資 産 

購 入 限 度 額 
10,000,000 6,607,653 △3,392,347 
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２ 経営成績 

(1)収益及び費用について 

  事業活動及び経営成績は、事業報告書、損益計算書に示されており、その概要は次の 

とおりである。                        （単位：円、（税抜）） 

収  益 費  用 損  益 

営 業 収 益 473,577,328 営 業 費 用 519,915,770 営 業 損 益 △46,338,442 

営業外収益 93,513,805 営業外費用 32,257,338 営業外損益 61,256,467 

特 別 利 益 70,049 特 別 損 失 193,771 特 別 損 益 △123,722 

総 収 益 567,161,182 総 費 用 552,366,879 当年度純損益 14,794,303 

 当年度の損益は、営業外損益で６，１２５万６，４６７円の利益、営業損益で４，６３

３万８，４４２円、特別損益で１２万３，７２２円の損失となっており、この結果、当年

度は１，４７９万４，３０３円の利益となっている。 

 

(2)営業損益の対前年度比較                 （単位：円、％、（税抜）） 

年 度 

区 分 

平成 29 年度 

（Ａ） 

平成 30 年度 

（Ｂ） 

令和元年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B)×100 

営 業 収 益 511,052,667 494,622,931 473,577,328 △21,045,603 △4.3 

 給 水 収 益 496,324,697 477,732,041 455,964,483 △21,767,558 △4.6 

受 託 工 事 収 益 0 0 0 0 0.0 

その他営業収益 14,727,970 16,890,890 17,612,845 721,955 4.3 

営 業 費 用 499,532,046 512,714,277 519,915,770 7,201,493 1.4 

 原水及び浄水費 91,805,424 96,016,228 96,982,047 965,819 1.0 

配水及び給水費 39,803,502 39,458,107 43,365,355 3,907,248 9.9 

受 託 工 事 費 0 0 0 0 0.0 

業 務 費 10,208,310 10,798,538 11,012,455 213,917 2.0 

総 係 費 64,161,999 68,820,311 66,112,287 △2,708,024 △3.9 

減 価 償 却 費 287,714,655 292,312,420 296,507,725 4,195,305 1.4 

資 産 減 耗 費 5,838,156 5,308,673 5,935,901 627,228 11.8 

営 業 損 益 11,520,621 △18,091,346 △46,338,442 △28,247,096 156.1 



- 30 - 

 

 営業収益を前年度と比較すると２，１０４万５，６０３円（4.3％）減少しており、項目

別にみると、主なものは給水収益２，１７６万７，５５８円（4.6％）の減、その他営業収

益７２万１，９５５円（4.3％）の増となっている。 

 営業費用を前年度と比較すると７２０万１，４９３円（1.4％）増加しており、項目別に

みると主なものは、配水及び給水費３９０万７，２４８円（9.9％）、資産減耗費６２万７，

２２８円（11.8％）、原水及び浄水費９６万５，８１９円（1.0％）、業務費２１万３，９１

７円（2.0％）、減価償却費４１９万５，３０５円（1.4％）の増、総係費２７０万８，０２

４円（3.9％）の減となっている。 

 この結果、営業損益は前年比２，８２４万７，０９６円（156.1％）減の４，６３３万８，

４４２円の損失となっている。 

 

(3)営業外損益の対前年度比較 

（単位：円、％、（税抜）） 

年 度 

 

区 分 

平成 29 年度 

（Ａ） 

平成 30 年度 

（Ｂ） 

令和元年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B) 

×100 

営 業 外 収 益 93,580,843 90,025,553 93,513,805 3,488,252 3.9 

 受取利息及び配当金 8,629 5,454 5,597 143 2.6 

補 助 金 6,757,144 6,157,997 5,802,669 △355,328 △5.8 

長期前受金戻入 86,249,208 83,678,643 87,573,831 3,895,188 4.7 

雑 収 益 565,862 183,459 131,708 △51,751 △28.2 

営 業 外 費 用 36,433,583 34,505,602 32,257,338 △2,248,264 △6.5 

 支 払 利 息 及 び 

企業債取扱諸費 

36,433,583 34,505,602 32,257,338 △2,248,264 △6.5 

営 業 外 損 益 57,147,260 55,519,951 61,256,467 5,736,516 10.3 

 営業外収益を前年度と比較すると３４８万８，２５２円（3.9％）増加しており、項目別

に見ると主なものは、長期前受金戻入３８９万５，１８８円（4.7％）の増、補助金３５万

５，３２８円（5.8％）の減となっている。 

 営業外費用は２２４万８，２６４円（6.5％）減少しており、これは支払利息及び企業債

取扱諸費によるものである。 
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 この結果営業外損益は、前年比５７３万６，５１６円（10.3％）増の６，１２５万６，

４６７円の利益となっている。 

 

(4)特別損益の対前年度比較  

              （単位：円、％、（税抜）） 

年 度 

 

区 分 

平成 29 年度 

（Ａ） 

平成 30 年度 

（Ｂ） 

令和元年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B) 

×100 

特 別 利 益 74,089 79,191 70,049 △9,142 △11.5 

 過年度損益修正益 594 15,694 0 △15,694 皆減 

その他特別利益 73,495 63,497 70,049 6,552 10.3 

特 別 損 失 502,581 1,371,504 193,771 △1,177,733 △85.9 

 過年度損益修正損 502,581 1,371,504 193,771 △1,177,733 △85.9 

そ の 他 特 別 損 失 0 0 0 0 0.0 

特 別 損 益 △428,492 △ 1,292,313 △123,722 1,168,591 △90.4 

特別損益を前年度と比較すると、特別利益は９，１４２円（11.5％）減少している。こ

れは過年度損益修正益の減少によるものである。 

特別損失は１１７万７，７３３円（85.9％）減少しており、項目別にみると過年度損益

修正損の減少によるものである。 

この結果、特別損益は１２万３，７２２円の損失となっている。 
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(5)収益、費用、損益及び利益剰余金等の推移 

        （単位：円、％、（税抜）） 

年 度 

 

区 分 

平成 29 年度 

（Ａ） 

平成 30 年度 

（Ｂ） 

令和元年度 

（Ｃ） 

増減（Ｄ） 

(C)－(B) 

増減率 

(D)/(B) 

×100 

営 業 収 益 511,052,667 494,622,931 473,577,328 △21,045,603 △4.3 

営 業 費 用 499,532,046 512,714,277 519,915,770 7,201,493 1.4 

営 業 損 益 11,520,621 △18,091,346 △46,338,442 △28,247,096 156.1 

営 業 外 収 益 93,580,843 90,025,553 93,513,805 3,488,252 3.9 

営 業 外 費 用 36,433,583 34,505,602 32,257,338 △2,248,264 △6.5 

営 業 外 損 益 57,147,260 55,519,951 61,256,467 5,736,516 10.3 

特 別 利 益 74,089 79,191 70,049 △9,142 △11.5 

特 別 損 失 502,581 1,371,504 193,771 △1,177,733 △85.9 

特 別 損 益 △428,492 △ 1,292,313 △123,722 1,168,591 △90.4 

総 収 益 604,707,599 584,727,675 567,161,182 △17,566,493 △3.0 

総 費 用 536,468,210 548,591,383 552,366,879 3,775,496 0.7 

当 年 度 純 損 益 68,239,389 36,136,292 14,794,303 △21,341,989 △59.1 

前年度繰越利益剰余金 

（△前年度繰越欠損金） 
146,642,522 204,137,815 228,260,402 24,122,587 11.8 

そ の 他 未 処 分 利 益 

剰 余 金 変 動 額  
0 0 0 0 0.0 

当年度未処分利益剰余金 

(△当年度未処理欠損金) 
214,881,911 240,274,107 243,054,705 2,780,598 1.2 
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３ 財政状態 

(1) 資産及び負債・資本 

（単位：円、％） 

年 度 

科 目 

平成 30 年度 令和元年度 比 較 

金  額 構成比 金  額 構成比 増  減 増減率 

資 

 

産 

固

定

資

産 

有 形 固 定 資 産 6,802,782,932 91.5 6,792,038,451 91.7 △10,744,481 △0.2 

投 資 0 0.0 0 0 0 0.0 

小 計 6,802,782,932 91.5 6,792,038,451 91.7 △10,744,481 △0.2 

流 動 資 産 631,347,711 8.5 612,420,019 8.3 △18,927,692 △3.0 

資 産 合 計 7,434,130,643 100.0 7,404,458,470 100.0 △29,672,173 △0.4 

負 

 

債 

固 定 負 債 2,509,722,045 33.7 2,496,677,010 33.7 △13,045,035 △0.5 

流 動 負 債 251,693,877 3.4 180,213,129 2.4 △71,480,748 △28.4 

繰 延 収 益 2,064,414,768 27.8 2,083,071,239 28.1 18,656,471 0.9 

負 債 合 計 4,825,830,690 64.9 4,759,961,378 64.2 △65,869,312 △1.4 

資 

 

 

本 

資 

本 

金 

資 本 金 2,311,075,202 31.1 2,332,478,038 31.5 21,402,836 0.9 

小 計 2,311,075,202 31.1 2,332,478,038 31.5 21,402,836 0.9 

剰 

余

金 

資 本 剰 余 金 3,653,340 0.1 3,653,340 0.1 0 0.0 

利 益 剰 余 金 293,571,411 3.9 308,365,714 4.2 14,794,303 5.0 

小 計 297,224,751 4.0 312,019,054 4.3 14,794,303 5.0 

資 本 合 計 2,608,299,953 35.1 2,644,497,092 35.8 36,197,139 1.4 

負 債 ・ 資 本 合 計 7,434,130,643 100.0 7,404,458,470 100.0 △29,672,173 △0.4 
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① 資産について 

資産について前年度と比較すると、有形固定資産が１，０７４万４，４８１円（0.2％）

減少し、構成比率は９１．７％となっている。その主なものは建物１，２９９万６，４

７３円（4.3％）、構築物２，０９４万２，１７８円（0.3％）の減、車両運搬費２３１万

８，９１７円（117.5％）、工具器具及び備品１，５７６万９，９９１円（45.5％）、機械

及び装置６５０万５，２６２円（2.2％）の増となっている。 

 流動資産は１，８９２万７，６９２円（3.0％）減少し、構成比率は８．３％となってい

る。その主なものは現金・預金４，３１５万３，６２９円（8.3％）の増となっている。 

 

② 負債について 

 負債について前年度と比較すると、固定負債が１，３０４万５，０３５円（0.5％）減少

し、構成比率は３３．７％となっている。これはすべて企業債である。 

流動負債は７，１４８万７４８円（28.4％）減少し、構成比率は２．４％となっている。

その主なものは未払金７，１４６万１，９０４円（53.3％）、１年以内に償還期限到来の企

業債３１２万３，０２８円（3.1％）の減となっている。 

繰延収益は１，８６５万６，４７１円（0.9％）増加し、構成比率は２８．１％となって

いる。 

 

③ 資本について 

 資本金について前年度と比較すると、２，１４０万２，８３６円（0.9％）の増となって

いる。 

 剰余金について前年度と比較すると、資本剰余金は変わらず、利益剰余金は１，４７９

万４，３０３円（5.0％）の増となっており、合計で１，４７９万４，３０３円（5.0％）

の増となっている。 
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(2)企業債 

  企業債について過去 3 カ年度を比較すると次のとおりである。 

 

（単位：円） 

※平成 29 年度期首未償還残高には、簡易水道事業債 10 億 4,787 万 1,430 円を含む。 

企業債の当年度末未償還額は、２５億９，４７２万２，０４５円で前年度に比較すると

１，６１６万８，０６３円減少している。 

 

（企業債の推移）                       （単位：百万円） 

 

 

 

113 112 101 150 80 85 

2,643 
2,611 2,595 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度

償還元金 借入額 年度末未償還額

年 度 

区 分 
平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

前年度末未償還残高 2,605,997,578 2,643,182,455 2,610,890,108 

当 年 度 借 入 額 150,000,000 80,000,000 85,000,000 

当 年 度 償 還 額 112,815,123 112,292,347 101,168,063 

当年度末未償還残高 2,643,182,455 2,610,890,108 2,594,722,045 


